別紙（参考様式１　※伐採事業者と造林事業者が異なる場合）
再造林に関する協定書

森林所有者○○○（氏名）（以下「甲」という。）と伐採事業者（補助事業者）○○○（氏名）（以下「乙」という。）と造林事業者○○○（氏名）（以下「丙」という。）は、高知県森林資源循環利用促進事業（　事業区分名　）（以下「事業」という。）の実施に関し、事業の目的を達成するため、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条　この協定は、森林の再造林を確実に実施し森林資源を再生させることにより、森林の持つ多面的機能を持続的に発揮させることを目的とする。

（協定の期間）

第２条　この協定の期間は、協定を締結した日から再造林が完了した日までとする。ただし、協定期間が満了する前に再造林が完了し、目的を達成した場合は、この協定も完了するものとする。

（対象とする森林）

第３条　協定の対象とする森林は、下記のとおりとする。

	森林の所在地
	林小班
	面積
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（整備内容及び実施）

第４条　甲は、森林の持つ多面的機能を持続的に発揮させるため、対象森林を伐採後、確実に再造林を実施する。

２　甲は、伐採及び再造林の一部又は全部を乙又は丙に委託できるものとする。

（当事者の義務）

第５条　この協定に基づき当事者は、それぞれ次に掲げる義務を負い、誠実に履行するものとする。

（１）甲の義務

ア　甲は、対象森林の伐採後、伐採が終了した年度の翌年度から起算して２年以内に再造林を完了するものとする。

イ　甲は、対象森林の境界及び所有権等の権利に関し、第三者から異議申立てがあった場合は、その処理に当たるものとする。

ウ　甲は、協定の期間が終了した後においては、第１条の目的が達成されるよう適正な管理に努めるものとする。

（２）乙の義務

　　ア　乙は、甲が再造林を実施するために必要な情報提供をし、伐採跡地の再造林の推進に努めるものとする。

イ　乙は、対象森林で伐採した木材を余すことなく利用し、林地残材等を木質バイオマス資源として活用を図るものとする。

ウ　乙は、伐採時の作業道開設及び集材架線の架設、林内作業、林地残材の処理等について、再造林を前提とした作業を行い省力化を図るものとする。

（３）丙の義務

丙は、再造林時には、効率的な施業の実施に努め省力化を図るものとする。

（協定の承継等）

第６条　甲は、再造林の完了までに森林を第三者に譲渡した場合、新たな権利を設定した場合、又は相続により所有権の移転があった場合は、当該第三者に対しこの協定の承継を行うものとする。

２　前項の場合において、譲渡を受けた者又は新たな権利関係者がこの協定の承継を拒んだときは、乙は事業において県から交付を受けた補助金相当額（以下「補助金相当額」という。）を知事に返還するものとし、甲及び乙は当該返還に係る費用を負担するものとする。ただし、相続により所有権の移転を受けた者がこの協定の承継を拒んだときは、所有権の移転を受けた者が補助金相当額を知事に返還するものとする。

（特別の事情による協定の失効）

第７条　次に掲げる場合において、この協定は対象森林の全部又は一部についてその効力を失う。

（１）対象森林の全部又は一部が公用、公共用又は公益事業の用に供されたとき。

（２）火災、天災その他当事者の責に帰し得ない事由により対象森林の全部又は一部が滅失したとき。

（協定に違反した場合の措置）

第８条　甲が、第５条の義務に違反したときは、補助金相当額を知事に返還するものとし、甲及び乙は当該返還に係る費用を負担するものとする。

（その他）

第９条　この協定に定めのない事項については、別途甲乙丙協議の上、処理するものとする。

この協定の成立を証するため、本書３通を作成し、甲乙丙記名押印の上、各自１通を所持する。

令和　　年　　月　　日

甲住所

森林所有者氏名

乙住所

伐採事業者氏名

丙住所

造林事業者氏名

別紙（参考様式２　※伐採事業者と造林事業者が同じ場合）
再造林に関する協定書

森林所有者○○○（氏名）（以下「甲」という。）と伐採及び造林事業者（事業実施主体）○○○（氏名）（以下「乙」という。）は、高知県森林資源循環利用促進事業（　事業区分名　）（以下「事業」という。）の実施に関し、事業の目的を達成するため、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条　この協定は、森林の再造林を確実に実施し森林資源を再生させることにより、森林の持つ多面的機能を持続的に発揮させることを目的とする。

（協定の期間）

第２条　この協定の期間は、協定を締結した日から再造林が完了した日までとする。ただし、協定期間が満了する前に再造林が完了し、目的を達成した場合は、この協定も完了するものとする。

（対象とする森林）

第３条　協定の対象とする森林は、下記のとおりとする。

	森林の所在地
	林小班
	面積
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（整備内容及び実施）

第４条　甲は、森林の持つ多面的機能を持続的に発揮させるため、対象森林を伐採後、確実に再造林を実施する。

２　甲は、伐採及び再造林の一部又は全部を乙に委託できるものとする。

（当事者の義務）

第５条　この協定に基づき当事者は、それぞれ次に掲げる義務を負い、誠実に履行するものとする。

（１）甲の義務

ア　甲は、対象森林の伐採後、伐採が終了した年度の翌年度から起算して２年以内に再造林を完了するものとする。

イ　甲は、対象森林の境界及び所有権等の権利に関し、第三者から異議申立てがあった場合は、その処理に当たるものとする。

ウ　甲は、協定の期間が終了した後においては、第１条の目的が達成されるよう適正な管理に努めるものとする。

（２）乙の義務

ア　乙は、甲が再造林を実施するために必要な情報提供をし、伐採跡地の再造林の推進に努めるものとする。

イ　乙は、対象森林で伐採した木材を余すことなく利用し、林地残材等を木質バイオマス資源として活用を図るものとする。

ウ　乙は、伐採時の作業道開設及び集材架線の架設、林内作業、林地残材の処理等について、再造林を前提とした作業を行い省力化を図るものとする。

エ　乙は、再造林時には、効率的な施業の実施に努め省力化を図るものとする。

（協定の承継等）

第６条　甲は、再造林の完了までに森林を第三者に譲渡した場合、新たな権利を設定した場合、又は相続により所有権の移転があった場合は、当該第三者に対しこの協定の承継を行うものとする。

２　前項の場合において、譲渡を受けた者又は新たな権利関係者がこの協定の承継を拒んだときは、乙は事業において県から交付を受けた補助金相当額（以下「補助金相当額」という。）を知事に返還するものとし、甲及び乙は当該返還に係る費用を負担するものとする。ただし、相続により所有権の移転を受けた者がこの協定の承継を拒んだときは、所有権の移転を受けた者が補助金相当額を知事に返還するものとする。

（特別の事情による協定の失効）

第７条　次に掲げる場合において、この協定は対象森林の全部又は一部についてその効力を失う。

（１）対象森林の全部又は一部が公用、公共用又は公益事業の用に供されたとき。

（２）火災、天災その他当事者の責に帰し得ない事由により対象森林の全部又は一部が滅失したとき。

（協定に違反した場合の措置）

第８条　甲が、第５条の義務に違反したときは、補助金相当額を知事に返還するものとし、甲及び乙は当該返還に係る費用を負担するものとする。

（その他）

第９条　この協定に定めのない事項については、別途甲乙協議の上、処理するものとする。

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を所持する。

令和　　年　　月　　日

甲住所

森林所有者氏名

乙住所

伐採及び造林事業者氏名

別紙（参考様式３　※森林所有者、伐採事業者、造林事業者が同じ場合）
再造林に関する確約書

高知県森林資源循環利用促進事業（　事業区分名　）（以下「事業」という。）の実施に関し、事業の目的を達成するため、下記事項を遵守することを確約します。

記

（目的）

第１　森林の再造林を確実に実施し森林資源を再生させることにより、森林の持つ多面的機能を持続的に発揮させることを目的とします。

（期間）

第２　この確約書の期間は、確約した日から再造林が完了した日までとします。ただし、期間が満了する前に再造林が完了し、目的を達成した場合は、この確約も完了するものとします

（対象森林）

第３　対象とする森林は、下記のとおりです。

	森林の所在地
	林小班
	面積
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（整備内容及び実施）

第４　森林の持つ多面的機能を持続的に発揮させるため、対象森林を伐採後、確実に再造林を実施します。

（義務）

第５　次に掲げる義務を負い、誠実に履行します。

（１）対象森林の伐採後、伐採が終了した年度の翌年度から起算して２年以内に再造林を完了します。

（２）対象森林の境界及び所有権等の権利に関し、第三者から異議申立てがあった場合は、その処理に当たります。

（３）期間が終了した後においては、第１条の目的が達成されるよう適正な管理に努めます。

（４）対象森林で伐採した木材を余すことなく利用し、林地残材等を木質バイオマス資源として活用を図ります。

（５）伐採時の作業道開設及び集材架線の架設、林内作業、林地残材の処理等について、再造林を前提とした作業を行い省力化を図ります。

（６）再造林時には、効率的な施業の実施に努め省力化を図ります。

（確約の承継等）

第６　再造林の完了までに森林を第三者に譲渡した場合、新たな権利を設定した場合、又は相続により所有権の移転があった場合は、当該第三者に対しこの確約の承継を行います。

２　前項の場合において、譲渡を受けた者又は新たな権利関係者がこの確約の承継を拒んだときは、事業において県から交付を受けた補助金相当額（以下「補助金相当額」という。）を知事に返還するものとし、当該返還に係る費用を負担します。

（特別の事情による確約の失効）

第７　次に掲げる場合において、この確約は対象森林の全部又は一部についてその効力を失うこととします。

（１）対象森林の全部又は一部が公用、公共用又は公益事業の用に供されたとき。

（２）火災、天災その他当事者の責に帰し得ない事由により対象森林の全部又は一部が滅失したとき。

（義務に違反した場合）

第８　第５の義務に違反したときは、補助金相当額を知事に返還するものとします。

令和　　年　　月　　日

　　高知県知事　　　　　様

住所

森林所有者氏名
別紙（参考様式４　※森林所有者、伐採事業者、造林事業者、運搬事業者が異なる場合）
再造林に関する協定書

森林所有者○○○（氏名）（以下「甲」という。）と伐採事業者○○○（氏名）（以下「乙」という。）と造林事業者○○○（氏名）（以下「丙」という。）及び搬出事業者（補助事業者）○○○（氏名）（以下「丁」）は、高知県森林資源循環利用促進事業（ 事業区分名 ）（以下「事業」という。）の実施に関し、事業の目的を達成するため、次のとおり協定を締結する。

（目的）

第１条　この協定は、森林の再造林を確実に実施し森林資源を再生させることにより、森林の持つ多面的機能を持続的に発揮させることを目的とする。

（協定の期間）

第２条　この協定の期間は、協定を締結した日から再造林が完了した日までとする。ただし、協定期間が満了する前に再造林が完了し、目的を達成した場合は、この協定も完了するものとする。

（対象とする森林）

第３条　協定の対象とする森林は、下記のとおりとする。

	森林の所在地
	林小班
	面積
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（整備内容及び実施）

第４条　甲は、森林の持つ多面的機能を持続的に発揮させるため、対象森林を伐採後、確実に再造林を実施する。

２　甲は、伐採及び再造林の一部又は全部を乙又は丙に委託できるものとする。

（当事者の義務）

第５条　この協定に基づき当事者は、それぞれ次に掲げる義務を負い、誠実に履行するものとする。

（１）甲の義務

ア　甲は、対象森林の伐採後、伐採が終了した年度の翌年度から起算して２年以内に再造林を完了するものとする。

イ　甲は、対象森林の境界及び所有権等の権利に関し、第三者から異議申立てがあった場合は、その処理に当たるものとする。

ウ　甲は、協定の期間が終了した後においては、第１条の目的が達成されるよう適正な管理に努めるものとする。

（２）乙の義務

　　ア　乙は、甲が再造林を実施するために必要な情報提供をし、伐採跡地の再造林の推進に努めるものとする。

イ　乙は、伐採時の作業道開設及び集材架線の架設、林内作業、林地残材の処理等について、再造林を前提とした作業を行い省力化を図るものとする。

（３）丙の義務

丙は、再造林時には、効率的な施業の実施に努め省力化を図るものとする。

（４）丁の義務

　　丁は、林地残材等を木質バイオマス資源として活用を図るものとする。

（協定の承継等）

第６条　甲は、再造林の完了までに森林を第三者に譲渡した場合、新たな権利を設定した場合、又は相続により所有権の移転があった場合は、当該第三者に対しこの協定の承継を行うものとする。

２　前項の場合において、譲渡を受けた者又は新たな権利関係者がこの協定の承継を拒んだときは、丁は事業において県から交付を受けた補助金相当額（以下「補助金相当額」という。）を知事に返還するものとし、甲及び丁は当該返還に係る費用を負担するものとする。ただし、相続により所有権の移転を受けた者がこの協定の承継を拒んだときは、所有権の移転を受けた者が補助金相当額を知事に返還するものとする。

（特別の事情による協定の失効）

第７条　次に掲げる場合において、この協定は対象森林の全部又は一部についてその効力を失う。

（１）対象森林の全部又は一部が公用、公共用又は公益事業の用に供されたとき。

（２）火災、天災その他当事者の責に帰し得ない事由により対象森林の全部又は一部が滅失したとき。

（協定に違反した場合の措置）

第８条　甲が、第５条の義務に違反したときは、補助金相当額を知事に返還するものとし、甲及び丁は当該返還に係る費用を負担するものとする。

（その他）

第９条　この協定に定めのない事項については、別途甲乙丙丁協議の上、処理するものとする。

この協定の成立を証するため、本書４通を作成し、甲乙丙丁記名押印の上、各自１通を所持する。

令和　　年　　月　　日

甲住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　丙住所

森林所有者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　造林事業者氏名

乙住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　丁住所

伐採事業者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　搬出事業者氏名

